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規

則

■群
馬
県
職
業
訓
練
手
当
支
給
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

平
成
二
十
二
年
三
月
十
六
日

群
馬
県
知
事

大

澤

正

明

群
馬
県
規
則
第
十
号

群
馬
県
職
業
訓
練
手
当
支
給
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

群
馬
県
職
業
訓
練
手
当
支
給
規
則
（
昭
和
四
十
一
年
群
馬
県
規
則
第
八
十
号
）
の
一
部
を
次
の
よ

う
に
改
正
す
る
。

第
五
条
第
一
項
中｢
五
百
円｣

を
「
七
百
円
」
に
改
め
る
。

附

則

１

こ
の
規
則
は
、
平
成
二
十
二
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

２

平
成
二
十
二
年
四
月
一
日
前
の
職
業
訓
練
を
受
け
た
日
に
係
る
受
講
手
当
の
支
給
に
つ
い
て
は
、

な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

群
馬
県
立
産
業
技
術
専
門
校
の
設
置
及
び
運
営
に
関
す
る
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規

則
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

平
成
二
十
二
年
三
月
十
六
日

群
馬
県
知
事

大

澤

正

明

群
馬
県
規
則
第
十
一
号

群
馬
県
立
産
業
技
術
専
門
校
の
設
置
及
び
運
営
に
関
す
る
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す

る
規
則

群
馬
県
立
産
業
技
術
専
門
校
の
設
置
及
び
運
営
に
関
す
る
条
例
施
行
規
則
（
昭
和
四
十
八
年
群
馬

県
規
則
第
七
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

別
表
第
二
前
橋
産
業
技
術
専
門
校
の
項
中

「

金
属
技
術
科

一
年

二
〇
人

「
を

金
属
技
術
科

一
年

二
〇
人

に
改
め
る
。

サ
ー
ビ
ス
実
務
科

一
年

一
五
人

」

」

「

「

三
月
以
上
六
月

三
月
以
上
六
月

以
内

以
内

別
表
第
四
中

を

に
改
め
る
。

二
日
以
上
三
月

二
日
以
上
六
月

以
内

以
内

」

」

別
記
様
式
第
二
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。
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別記様式第２号（規格Ａ４）（第１０条関係）

整 理 番 号

在職者訓練受講申込書

年 月 日

校長あて

在職者訓練を受けたいので申し込みます。

受講コース名

フ リ ガ ナ 性 別 生 年 月 日

氏 名 男・女 年 月 日（ ）歳

〒

連 絡 先
ＴＥＬ （ ）

ＦＡＸ ( )

区 分 □在職者 □個人事業主 □求職者 □その他（ ）

（該当する□にレ印を

付けてください。） 求職者以外の方は、次の勤務先情報も記入してください。

名 称

勤
代表者･職･氏名

フ リ ガ ナ

務
研修担当者名

〒

先 所 在 地
ＴＥＬ （ ）

ＦＡＸ ( )

業 種 □製造業（ゴム製品） □製造業（ゴム製品を除く。） □建設業 □運輸業

（該当する□にレ印を □卸売業 □小売業 □サービス業（ソフトウェア業及び情報処理業）

付けてください。） □サービス業（ソフトウェア業及び情報処理業を除く。） □その他（ ）

勤務先の企業の
資 本 金 万円

従業員数
人
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附

則

こ
の
規
則
は
、
平
成
二
十
二
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
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告 示■

◎群馬県告示第７５号

家畜伝染病予防法（昭和２６年法律第１６６号）第１３条第１項の規定により、次のとおり家畜伝染病の発生に

ついて届出があった。

平成２２年３月１６日

群馬県知事 大 澤 正 明

病 名 畜種
患畜又は疑似

発生頭数 発生年月日 発生場所 処置
患畜の区分

ヨーネ病 牛 患畜 ３頭 平成２２年２月１０日 安中市 法令殺

◎群馬県告示第７６号

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更する。

なお、その関係図面は、告示の日から１月間、群馬県県土整備部道路管理課及び群馬県渋川土木事務所において

一般の縦覧に供する。

平成２２年３月１６日

群馬県知事 大 澤 正 明

道路の 路線名 区 間 変更の 敷地の幅員 延 長
種 類 前後別 メートル メートル

県道 高崎安中渋川線 北群馬郡榛東村大字広馬場字八ノ海道 前 ７．６～１２．８ ２３１．７
１２５０番の７地先から同郡同村大字
同字同１２２３番の３地先まで 後 ９．３～１５．３ ２３２．４

◎群馬県告示第７７号

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により、道路の供用を次のとおり開始する。

なお、その関係図面は、告示の日から１月間、群馬県県土整備部道路管理課及び群馬県渋川土木事務所において

一般の縦覧に供する。

平成２２年３月１６日

群馬県知事 大 澤 正 明

道路の 路線名 区 間 供用開始の期日
種 類

県道 高崎安中渋川線 北群馬郡榛東村大字広馬場字八ノ海道１２５０番の７地 平成２２年３月１６日
先から同郡同村大字同字同１２２３番の３地先まで
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◎群馬県告示第７８号

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更する。

なお、その関係図面は、告示の日から１月間、群馬県県土整備部道路管理課及び群馬県中之条土木事務所におい

て一般の縦覧に供する。

平成２２年３月１６日

群馬県知事 大 澤 正 明

道路の 路線名 区 間 変更の 敷地の幅員 延 長
種 類 前後別 メートル メートル

一般国道 １４４号 吾妻郡嬬恋村大字大笹字上ノ原３２４ 前 ８．０～１０．０ ３３．０
番の１地先から同郡同村大字同字同３
２２番地先まで 後 ８．０～１６．０ ３３．０

吾妻郡嬬恋村大字大笹字上ノ原３２２ 前 ８．２～１３．５ １９２．０
番地先から同郡同村大字同字同２１２
９番の２６地先まで 後 ８．２～１３．５ １９２．０

１３．０～３４．０ １７８．５

吾妻郡嬬恋村大字大笹字上ノ原２１２ 前 ６．５～７．２ ６４．０
９番の２６地先から同郡同村大字同字
不動南木２１２９番の２５地先まで 後 ６．５～１３．８ ６４．０

◎群馬県告示第７９号

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により、道路の供用を次のとおり開始する。

なお、その関係図面は、告示の日から１月間、群馬県県土整備部道路管理課及び群馬県前橋土木事務所において

一般の縦覧に供する。

平成２２年３月１６日

群馬県知事 大 澤 正 明

道路の 路線名 区 間 供用開始の期日
種 類

県道 藤岡大胡線 前橋市小島田町７１７番の１地先から同市富田町１３２ 平成２２年３月１９日
０番の１地先まで 午後４時
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訓

令

■
群
馬
県
訓
令
甲
第
一
号

総

務

部

産

業

経

済

部

産
業
技
術
専
門
校

群
馬
県
立
産
業
技
術
専
門
校
運
営
規
程
の
一
部
を
改
正
す
る
訓
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
二
年
三
月
十
六
日

群
馬
県
知
事

大

澤

正

明

群
馬
県
立
産
業
技
術
専
門
校
運
営
規
程
の
一
部
を
改
正
す
る
訓
令

群
馬
県
立
産
業
技
術
専
門
校
運
営
規
程
（
昭
和
四
十
五
年
群
馬
県
訓
令
甲
第
二
号
）
の
一
部
を
次

の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
七
条
を
削
る
。

第
八
条
中
「
訓
練
生
等
」
を
「
訓
練
生
及
び
在
職
者
訓
練
を
受
講
し
て
い
る
者
」
に
改
め
、
同
条

を
第
七
条
と
し
、
第
九
条
か
ら
第
十
二
条
ま
で
を
一
条
ず
つ
繰
り
上
げ
る
。

別
記
様
式
第
四
号
及
び
別
記
様
式
第
五
号
中
「第

１
１

条
関

係

」
を
「第

１
０

条
関

係

」
に
改
め

る
。

附

則

こ
の
訓
令
は
、
平
成
二
十
二
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
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公 告■

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定による特定非営利活動法人の設立の認証

の申請があったので、同条第２項の規定により、次のとおり公告する。

なお、同項の規定により、申請のあった日から２月間、同項に規定する定款等の書類を群馬県生活文化部ＮＰ

Ｏ・ボランティア推進課において縦覧に供する。

平成２２年３月１６日

群馬県知事 大 澤 正 明

１ 申請のあった年月日 平成２２年３月２日

２ 特定非営利活動法人の名称 特定非営利活動法人アートアドバイスセンター

３ 代表者の氏名 新井功夫

４ 主たる事務所の所在地 前橋市城東町四丁目２番１８号神山ビル

５ 定款に記載された目的 この法人は、地域社会の個人及び団体に対して、芸術文化に関する助言、教育支援事

業を行い、全ての人々が生涯を通じて心豊かに芸術的文化的環境を享受できる地域社会の実現に寄与することを

目的とする。

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第３項の規定による特定非営利活動法人の定款の変更

に係る認証の申請があったので、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定により、次のとおり公告

する。

なお、同項の規定により、申請のあった日から２月間、申請に係る変更後の定款を群馬県生活文化部ＮＰＯ・ボ

ランティア推進課において縦覧に供する。

平成２２年３月１６日

群馬県知事 大 澤 正 明

１ 申請のあった年月日 平成２２年３月２日

２ 特定非営利活動法人の名称 特定非営利活動法人かけはし

３ 代表者の氏名 棚橋タカ子

４ 主たる事務所の所在地 前橋市朝倉町８３０番地１

５ 定款に記載された目的 この法人は、虚弱や寝たきりの疾病などにより、社会的援助が必要な高齢者及びその

他の人に、家事援助、介護などに関する事業を行い、それらを通じて、人間らしく生きる権利を守り、地域福祉

・在宅福祉などの増進に寄与することを目的とする。

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、次のとおり土地改良区役員の就任及

び退任の届出があった。

平成２２年３月１６日

群馬県知事 大 澤 正 明
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理 事
土地改良区名 監 事 区 分 役 員 氏 名 住 所

の 別

藤岡南部 理 事 再 任 新井晋十郎 藤岡市神田３０９番地

同 同 島崎奎三 同 同 ８９２番地

同 同 小暮孝男 同 同 １２１３番地

同 同 高田元昭 同 同 ３１２番地１

同 同 木村裕隆 同 同 ７３５番地

同 新 任 御供文雄 同 同 ８８２番地１

同 退 任 荻原健男 同 同 ９９８番地３

同 再 任 飯島幸雄 同 矢場８１０番地

同 同 高橋初雄 同 同 ５８番地

同 同 飯島詳弘 同 同 ６８１番地

同 同 浅見秀雄 同 同 ６６８番地

同 同 福島盛治 同 本郷１６０４番地

同 同 福島孝之 同 同 １５２６番地

監 事 同 黒澤昭治 同 三本木３７番地１

同 再 任 高橋健一 同 高山２２４番地

同 同 江原貞夫 同 藤岡３０４２番地２８

甘楽多野用水 同 退 任 神澤悦市 富岡市曽木９００番地２

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８９条の２第９項の規定により、県営小日向土地改良事業の換地処

分を平成２２年３月８日に行った。

平成２２年３月１６日

群馬県知事 大 澤 正 明

渋川都市計画道路について、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定により変更するに

当たり、当該都市計画の県原案を次のとおり定めた。

平成２２年３月１６日

群馬県知事 大 澤 正 明

渋川都市計画道路に３・５・２４号渋川西道路を次のように追加する。
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名 称 位 置 区域 構 造
種 備
別 番号 路線名 起 点 終 点 主 な 延 長 構 造 車 線 幅員 地表式の区間における 考

経過地 形 式 の 数 鉄道等との交差の構造

3･5･24 渋川西道 渋 川 市 渋 川 市 渋 川 市 約 地表式 ４車線 15.5m 幹線街路渋川駅前通り
幹 路 渋 川 字 金 井 字 金 井 字 1,900m 線と立体交差
線 西田 下新田 戸神 幹線街路八幡前坂下線
街 と立体交差
路 幹線街路阿久津折原線

と立体交差
幹線街路と平面交差1
箇所

群馬県都市計画公聴会規則（昭和４５年群馬県規則第８５号）第２条第１項の規定により、渋川都市計画道路の

変更に係る公聴会を次のとおり開催する。

平成２２年３月１６日

群馬県知事 大 澤 正 明

１ 開催期日及び場所 平成２２年４月７日（水）午後７時 渋川市民会館第１会議室

２ 作成しようとする都市計画の案 渋川都市計画道路の変更に係る都市計画の案（都市計画原案は、群馬県県土

整備部都市計画課、群馬県中部県民局渋川土木事務所及び渋川市都市計画課において、平成２２年３月１６日

（火）から同月３０日（火）まで閲覧に供する。（ただし、土、日及び祝日を除く。））

３ 公述の申出 公聴会に出席して意見を述べようとする者は、住所、氏名、年齢、職業並びに都市計画案につい

ての利害関係及び意見の要旨を記載した書面（別記様式）により、平成２２年３月３０日（火）までに下記に到

着するよう提出すること。

郵便番号３７１－８５７０ 前橋市大手町一丁目１番１号 群馬県県土整備部都市計画課

４ 公述人の選定 公述人は、前記によってあらかじめ申し出た者のうちから知事が選定し、その旨を通知する。

なお、公述時間は、１０分以内とする。

５ その他 公述の申出がなく、公聴会を開催しない場合は、公聴会開催予定日の１週間前に群馬県県土整備部都

市計画課及び公聴会の開催予定の場所に掲示する。

６ 公聴会の問い合わせ先 群馬県県土整備部都市計画課 電話０２７（２２６）３６５４

別記様式

渋川都市計画道路（３・５・２４号渋川西道路）の変更に関する公述申出書
年 月 日

群馬県知事 大澤 正明 あて

平成２２年３月１６日付け群馬県報に登載された渋川都市計画道路（３・５・２４号渋川西道路）の変
更に係る都市計画の県原案に対して、次のとおり意見を述べたいので申し出ます。

１ 公述申出人 住所
氏名 印 年齢 職業

２ 都市計画案に係る利害関係（関係市町村の住民等は、記載不要）
３ 意見の要旨（別紙のとおり）
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「意見の要旨」作成上の注意

Ａ４判４００字詰め原稿用紙１枚程度とし、横書きとすること。

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定による道路の位置を次のとおり指定した。

平成２２年３月１６日

群馬県知事 大 澤 正 明

番号 道路の位置 幅員及び延長
指 定 番 号
指定年月日

１ 北群馬郡吉岡町大字上野田３２ 幅員 ４．６０ｍ 前土指定第３０４－１１号
０－１０ 延長 ３４．０４ｍ 平成２２年２月１５日

選挙管理委員会告示■

◎群馬県選挙管理委員会告示第１１９号

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第７４条第１項、第７５条第１項、第７６条第１項、第８０条第１項、

第８１条第１項及び第８６条第１項の規定による選挙権を有する者の総数の５０分の１の数、３分の１の数及び４

０万を超える数に６分の１を乗じて得た数と４０万に３分の１を乗じて得た数とを合算して得た数並びに地方教育

行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第８条第１項の規定による選挙権を有する者の総

数の４０万を超える数に６分の１を乗じて得た数と４０万に３分の１を乗じて得た数とを合算して得た数は、それ

ぞれ次のとおりである。

平成２２年３月１６日

群馬県選挙管理委員会委員長 髙 山 

１ 県の議会の議員及び長の選挙権を有する者の総数の５０分の１の数 ３２，６４９

２ 県の議会の議員及び長の選挙権を有する者の総数の４０万を超える数に６分の１を乗じて得た数と４０万に３

分の１を乗じて得た数とを合算して得た数 ３３８，７４１

３ 県の議会の議員の各選挙区における県の議会の議員及び長の選挙権を有する者の総数の３分の１の数

選挙区名 ３分の１の数

北群馬郡 ８，８９７

多野郡 １，１９８

甘楽郡 ７，５１５

吾妻郡 １７，５６４

利根郡 １０，８５９

佐波郡 ９，６８９

邑楽郡 ２７，７１２
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前橋市 ９２，６２２

高崎市 ９９，９９３

桐生市 ３４，５６９

伊勢崎市 ５３，１３４

太田市 ５６，４５５

沼田市 １４，４１８

館林市 ２１，１９２

渋川市 ２３，５９３

藤岡市 １８，８１８

富岡市 １４，３７３

安中市 １７，４６６

みどり市 １４，０８６

◎群馬県選挙管理委員会告示第１２０号

政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第６条第１項の規定により届出のあった政治団体の名称等は、次

のとおりである。

平成２２年３月１６日

群馬県選挙管理委員会委員長 髙 山 

その他の政治団体（国会議員関係政治団体以外の政治団体）

会計責任者の
政 治 団 体 の 名 称 代表者の氏名

氏 名
主 た る 事 務 所 の 所 在 地

石原一夫後援会 石原一夫 石原良雄 伊勢崎市西田町３０－４

佐藤きくいちろう後援会 佐藤信鋼 本木秀雄 伊勢崎市曲輪町２９－７

佐藤きくいちろうを励ます会 佐藤喜久一郎 本木秀雄 伊勢崎市曲輪町２９－７

たきざき明彦後援会 佐藤高史 近江谷修子 高崎市あら町６－３

富岡市民の会 小金沢岩男 今井源八 富岡市一ノ宮３４９－１

中村ひろひこ群馬後援会 羽鳥守 島田和佳 前橋市亀里町７７３

日本弁護士政治連盟群馬支部 高橋伸二 石原栄一 前橋市大手町３－６－６

やまこし清彦を育てる会 山越清彦 山越美紀 伊勢崎市波志江町１７７－８

大和いさお後援会 村上勝 篠崎孝雄 伊勢崎市山王町１１６３－２
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◎群馬県選挙管理委員会告示第１２１号

政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号。以下「法」という。）第７条第１項の規定により届出のあった政

治団体の異動事項は、次のとおりである。

平成２２年３月１６日

群馬県選挙管理委員会委員長 髙 山 

政党の支部

政 治 団 体 の 名 称 異 動 事 項 新 旧

自由民主党群馬県土地改良支部 主たる事務所の所在地 前橋市元総社町２－５－ 前橋市問屋町２－１６
３ －９

民主党群馬県第２区総支部 会計責任者の氏名 山越清彦 岡崎哲也

その他の政治団体

政 治 団 体 の 名 称 異 動 事 項 新 旧

石関政経懇話会 会計責任者の氏名 山越清彦 藤生浩道

大山貞治郎後援会 会計責任者の氏名 加藤浩之 大山美雄

岡野光利を励ます会 主たる事務所の所在地 富岡市一ノ宮３４９－１ 富岡市南蛇井８７１

群馬県獣医師政治連盟 会計責任者の氏名 神谷英樹 松本尚武

群馬県土地改良政治連盟 主たる事務所の所在地 前橋市元総社町２－５－ 前橋市問屋町２－１６
３ －９

幸福実現党群馬県本部 主たる事務所の所在地 高崎市あら町６－３ 前橋市文京町１－４０
－１８

代表者の氏名 新井明 滝﨑明彦

国会議員関係政治団体 国会議員関係政治団体以 法第１９条の７第１項
の区分 外の政治団体 第１号に係る国会議員

関係政治団体
（公職の種類） 衆議院議員

小林人志後援会 会計責任者の氏名 入沢金太 小林寛仁郎

高崎市歯科医師連盟 代表者の氏名 堀口美恵子 宮崎孝明

会計責任者の氏名 谷内英明 割田誠也

多田稔を育てる会 会計責任者の氏名 多田照 多田稔

田角ときやすを育てる会 主たる事務所の所在地 高崎市日高町７７１－２ 高崎市日高町７７２

角田修一後援会 会計責任者の氏名 角田佐知子 新井恒子

中沢丈一政経会 代表者の氏名 新井勝巳 阿佐美昭一
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星野みのる後援会 主たる事務所の所在地 沼田市桜町４７６５－３ 沼田市桜町４７９９

未来の富岡をつくる会 政治団体の名称 未来の富岡をつくる会 岩井けんたろう後援会

茂木伸一後援会 主たる事務所の所在地 吾妻郡東吾妻町原町７２ 吾妻郡東吾妻町植栗９
８－１ １９

◎群馬県選挙管理委員会告示第１２２号

政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１７条第１項の規定により解散の届出のあった政治団体は、次

のとおりである。

平成２２年３月１６日

群馬県選挙管理委員会委員長 髙 山 

政党の支部

会計責任者の
政 治 団 体 の 名 称 代表者の氏名

氏 名
主 た る 事 務 所 の 所 在 地

自由民主党勢多郡支部 金子一郎 池田孝男 前橋市富士見町山口１７９

その他の政治団体

会計責任者の
政 治 団 体 の 名 称 代表者の氏名

氏 名
主 た る 事 務 所 の 所 在 地

秋間好雄後援会 秋間好雄 秋間重乃 伊勢崎市赤堀今井町１－２５５－１

坂田和平後援会 石原松広 坂田幹夫 桐生市新里町新川２４７３

関口のりよし後援会 関口保太郎 関口保太郎 佐波郡玉村町樋越１０７－６

次のおおたを創る会 下山順一郎 境野美恵 太田市すずかけ町１４－４

平田保後援会 平田春夫 平田信和 邑楽郡大泉町寄木戸１２４２

長沼ひろむと歩む会 木村隆俊 下山順一郎 太田市尾島町１５５－２

長沼ひろむ連合後援会 長沼広 関口文雄 太田市尾島町１５５－２

◎群馬県選挙管理委員会告示第１２３号

政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１９条第２項の規定により届出のあった資金管理団体の名称等

は、次のとおりである。

平成２２年３月１６日

群馬県選挙管理委員会委員長 髙 山 
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その他の政治団体

資金管理団体
資金管理団体の名称 主たる事務所の所在地 代表者の氏名 公 職 の 種 類 の届出をした

者 の 氏 名

石原一夫後援会 伊勢崎市西田町３０－４ 石原一夫 伊勢崎市議会議員 石原一夫

佐藤きくいちろうを励 伊勢崎市曲輪町２９－７ 佐藤喜久一郎 伊勢崎市議会議員 佐藤喜久一郎
ます会

やまこし清彦を育てる 伊勢崎市波志江町１７７－８ 山越清彦 伊勢崎市議会議員 山越清彦
会

◎群馬県選挙管理委員会告示第１２４号

政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１９条第３項の規定により届出のあった資金管理団体の異動事

項は、次のとおりである。

平成２２年３月１６日

群馬県選挙管理委員会委員長 髙 山 

その他の政治団体

資金管理団体の名称 異 動 事 項 新 旧

茂木伸一後援会 主たる事務所の所在地 吾妻郡東吾妻町原町７２ 吾妻郡東吾妻町植栗９
８－１ １９

◎群馬県選挙管理委員会告示第１２５号

政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１９条第３項の規定により資金管理団体指定取消しの届出のあ

った資金管理団体の名称等は、次のとおりである。

平成２２年３月１６日

群馬県選挙管理委員会委員長 髙 山 

その他の政治団体

資金管理団体
資金管理団体の名称 主たる事務所の所在地 代表者の氏名 公 職 の 種 類 の届出をした

者 の 氏 名

長沼ひろむ連合後援会 太田市尾島町１５５－２ 長沼広 太田市長 長沼広
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内水面漁場管理委員会指示■

◎群馬県内水面漁場管理委員会指示第１号

漁業法第六十七条第一項の規定等による指示（平成１６年群馬県内水面漁場管理委員会指示第２号）の一部を次

のように改正し、平成２２年４月１日から施行する。

平成２２年３月１６日

群馬県内水面漁場管理委員会会長 吉 澤 郁 夫

２中「平成２２年３月３１日」を「平成２４年３月３１日」に改める。

◎群馬県内水面漁場管理委員会指示第２号

漁業法第六十七条第一項の規定等による指示（平成１６年群馬県内水面漁場管理委員会指示第３号）の一部を次

のように改正し、平成２２年４月１日から施行する。

平成２２年３月１６日

群馬県内水面漁場管理委員会会長 吉 澤 郁 夫

２中「平成２２年３月３１日」を「平成２４年３月３１日」に改める。

◎群馬県内水面漁場管理委員会指示第３号

水産動物の保護に係る指示（平成１８年群馬県内水面漁場管理委員会指示第３号）の一部を次のように改正し、

平成２２年４月１日から施行する。

平成２２年３月１６日

群馬県内水面漁場管理委員会会長 吉 澤 郁 夫

２中「平成２２年３月３１日」を「平成２４年３月３１日」に改める。
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第
三
条
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

２

前
項
の
規
定
に
よ
り
難
い
場
合
に
お
け
る
使
用
料
の
年
額
の
基
準
は
、
管
理
者
が
別
に
定
め
る
。

附

則

こ
の
規
程
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
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入札公告■

次のとおり、一般競争入札に付する。

なお、この公告による調達は、ＷＴＯ（世界貿易機関）に基づく政府調達に関する協定（平成７年条約第２３

号）の適用を受けるものである。

平成２２年３月１６日

群馬県警察本部長 大 平 修

１ 入札に付する事項

(1) 借入件名及び数量 指揮室映像システム賃借 一式

(2) 調達件名の特質等 入札説明書による。

(3) 借入期間 平成２２年１０月１日（金）から平成２９年９月３０日（土）まで

(4) 設置場所 群馬県前橋市大手町一丁目１番１号

(5) 入札方法上記(1)の件名を入札に付する。落札決定に当たっては、入札書に記載された金額の１００分の５

に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとす

る。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者

であるかを問わず、見積もった契約金額の１０５分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格 次に掲げる要件を満たす者であること。

(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者であること。

(2) 群馬県財務規則（平成３年群馬県規則第１８号。以下「規則」という。）第１７０条の２第３項の規定によ

り作成された平成２２・２３年度物件等購入契約資格者名簿（以下「資格者名簿」という。）に登載されてい

る者であること。

なお、この公告の日現在で資格者名簿に登載されていない者については、規則第１９０条の２の規定により、

平成２２年４月９日（金）までに、群馬県会計局会計課に競争入札参加資格審査申請を行い、同月２３日

（金）午後４時までに、資格者名簿の登載を確認し、警察本部警備部警備第二課へその旨連絡すること。

(3) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき、更生手

続開始又は再生手続開始（以下「手続開始」という。）の申立てをしていない者であること。ただし、手続開

始の決定後に、入札に参加する資格に支障がないと認められる者は、この限りでない。

(4) 本件入札公告の日から入札日までの間において、規則第１７０条第２項の規定による入札参加制限を受けて

いない者であること。

(5) 入札に参加しようとする者の間に資本関係又は人的関係がないこと。

(6) この業務を遂行できる知識・技能等の能力を有し、夜間等における障害に対応できる十分な保守体制を整え

られる者であること。

３ 入札書の提出場所等

(1) 申請書の提出場所、契約条項を示す場所、入札説明書等の交付場所及び問い合わせ先 〒３７１－８５８０

群馬県前橋市大手町一丁目１番１号 群馬県警察本部警備部警備第二課 電話０２７－２４３－０１１０ 内

線５７６１

(2) 入札説明書等の交付方法 平成２２年３月１６日（火）から同年４月９日（金）までの日（群馬県の休日を

定める条例（平成元年群馬県条例第１６号。以下「休日条例」という。）第１条に規定する休日を除く。）の

午前９時から午後５時までの間、上記(1)の場所において交付する。

(3) 競争参加資格の確認 入札に参加を希望する者は、入札説明書に規定する書類を添付した申請書を次により
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提出し、競争参加資格の確認を受けなければならない。

なお、入札参加希望者は、契約担当者から当該書類に関して説明を求められた場合は、それに応じなければ

ならない。また、競争参加資格確認結果は、平成２２年４月１６日（金）までに競争入札参加資格確認書で通

知する。

ア 申請書等の提出期間 平成２２年４月１日（木）から同月１５日（木）午後５時まで（受付日及び時間は

は、休日条例第１条に規定する休日を除く日の午前９時から午後５時まで）

イ 申請書等の提出方法 郵送又は持参とする。

なお、郵送による場合は、書留郵便とし、上記アの提出期限までに上記(1)の場所に必着のこと。また、

封筒に「指揮室映像システム賃借資格審査書類在中」と朱書きすること。

ウ 提出部数 １部

(4) 開札の日時及び場所 平成２２年４月２６日（月）午後２時 群馬県警察本部地下１階入札室（郵送による

場合は、書留郵便とし、同日午前１０時までに群馬県警察本部警備部警備第二課あて必着のこと。また、二重

封筒の表封筒に「指揮室映像システム賃借入札書在中」と朱書きすること。）

４ その他

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨

(2) 入札保証金及び契約保証金 免除

(3) 入札に関する説明会 無

(4) 入札の無効 本公告に示した競争参加資格のない者のした入札、入札者に求められる義務を履行しなかった

者のした入札その他規則第１７６条各号に掲げる入札は、無効とする。

(5) 契約書作成の要否 要

(6) 入札及び契約書作成等に係る費用 一切入札者の負担とする。

(7) 落札者の決定方法 規則第１６９条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもっ

て有効な入札を行った入札者を落札者とする。

なお、落札者となるべき者が２者以上あるときは、当該入札者にくじを引かせ、落札者を決定する。この場

合において、当該入札者のうちくじを引かない者があるとき又は郵送により入札を行った者でくじを引くこと

ができないものがあるときは、これに代えて当該入札事務に関係のない職員にくじを引かせるものとする。

(8) その他 詳細は、入札説明書による。

５ Summary

(1) Official in charge of disbursement of the procuring entity:Osamu Ohira, Chief of Prefectural

Police Headquarters

(2) Nature and quantity of the services to be required:Rental for display system of Command and

Control Room, 1set

(3) Fulfillment period:September 30, 2010

(4) Term of the contract:From October 1, 2010 through September 30, 2017

(5) Bidding explanation Handbooks:It is available between 9:00a.m. to 5:00p.m., from March 16

through March 30 at the office mentioned-below.

Note:Closed holidays are stipulated Article 1 of the regulations concerning Gunma Prefectural

holidays.

(6) Time-limit for tender:2:00p.m. on April 26

Note:The tender sent by registered mail(and filled in the envelope "Tender for the Large-scale
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display system rental" in red) must arrive no later than 10:00a.m., the same day.

(7) Contact Point for the notice:Second Security Division, Security Administration,

Gunma Prefectural Police Headquarters, 1-1-1, Ote-machi, Maebashi-shi, Gunma-Ken, 371-8580,

TEL 027-243-0110

落 札■

次のとおり落札者を決定した。

平成２２年３月１６日

群馬県知事 大 澤 正 明

１ 落札に係る購入等件名及び数量 群馬県庁舎等で使用する電気 年間予定使用電力量 １２，０９０，０００

kWh

２ 契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地 群馬県総務部管財課 群馬県前橋市大手町一丁目１番１

号

３ 落札者を決定した日 平成２２年３月４日

４ 落札者の名称及び所在地 丸紅株式会社 東京都千代田区大手町一丁目４番２号

５ 落札金額 １７８，３３２，１０５円

６ 契約の相手方を決定した手続 一般競争入札

７ 入札公告をした日 平成２２年１月８日
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